
東日本大震災により被災した幼児児童生徒・教職員等の心のケアや、教職員・保護者等への助言・援助、学校教
育活動の復旧支援、福祉関係機関との連携調整等様々な課題に対応するため、スクールカウンセラー等の派遣を行
う事業を委託する。
３次補正予算においては、被災地域での新たな課題に対応するため、高校生への進路指導・就職支援を行う緊急
進路指導員や、特別支援学校において、障害のある子どもの学習活動の充実を図る外部専門家の活用を実施する。

・スクールカウンセラーの派遣
臨床心理士等

・スクールカウンセラーに準ずる者の派遣
相談業務経験者、教育・福祉分野の専門的知識を有する者等

心のケアの対応

児 童 生 徒 等教 職 員 保 護 者

地 域関 係 機 関

被災地域等

緊急スクールカウンセラー等派遣事業緊急スクールカウンセラー等派遣事業

心のケア・助言・
援助等

課題の対応

進路指導・就職支援 障害のある子どもの支援

緊急進路指導員の派遣
・若年者の就職支援の経験を有する者
地域産業界の事情に精通する者 等

・その他、被災した高校生が首都圏で
就職活動を行うための支援を実施

外部専門家の派遣
作業療法士（OT）・理学療法士（PT）
・言語聴覚士（ST）・児童精神科医等

平成２３年度第３次補正予算平成２３年度第３次補正予算案案 ４億円４億円



学校施設等の復旧等学校施設等の復旧等

○公立学校(1次補正962億円、2次補正41億円)
◇災害復旧費負担金 476億円
・新築復旧(移転復旧を含む)や大規模補修等
※別途、災害復旧費補助金において、東日本大震災で津波に
より被災した学校の移転復旧に係る土地取得費を国庫支援
すべく、第３次補正予算にあわせて制度改正を行う
※24年度以降は移転復旧等を実施

○国立大学等(1次補正265億円) 656億円

○公立社会教育施設等(1次補正87億円) 329億円

東日本大震災により被害を受けた学校施設等の復旧等

○国指定等文化財 39億円

○独立行政法人等 126億円
国立科学博物館 4億円、放送大学学園 0.5億円、
国立青少年教育施設 3億円、国立霞ヶ丘競技場 3億円、
日本原子力研究開発機構 87億円、防災科学技術研究所 8億円、
宇宙航空研究開発機構 12億円、海洋研究開発機構 2億円、
物質・材料研究機構 3億円、国立文化財機構 2億円、
日本芸術院 0.3億円

◇東日本大震災復興交付金(仮称)の活用
（私立幼稚園への貸付けスペースの確保など）

地震により崩壊した教室の柱
（福島県本宮市）

転倒、破損した研究設備
（東北大学）

○被災私立学校等復興特別補助・交付金 83億円
・被災した私立学校等の教育環境整備に向けた取組への支援
※高等学校等については高校生修学支援基金を活用（4ヵ年）

学校施設の防災対策学校施設の防災対策

学校施設の耐震化等を推進

○公立学校耐震化及び防災機能強化 1,627億円
(H23当初805億円、1次補正340億円)

○国立大学等耐震化等 270億円
・耐震化(200億円)、附属病院自家発電設備(70億円)

○私立学校等耐震化等 150億円
(H23当初52億円）
・施設の耐震化等
・低利融資のための日本私立学校振興・共済事業団への出資
〔耐震改築に対する低利融資の条件緩和(3年間無利子融資)など〕

平成平成2323年度第３次補正予算案年度第３次補正予算案 2,0482,048億円億円

平成平成2323年度第３次補正予算案年度第３次補正予算案 1,7111,711億円億円



＜事業概要＞
○ 東日本大震災により経済的理由から、就学等が困難となった世帯の幼児児童生徒に、緊急的な就学支援等を実施
○ 既存の就学支援事業等において対象者増や単価増が見込まれるため、都道府県等の新たな負担を全額国費で支援
○ 被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金を交付し、既に都道府県に設置されている高校生修学支援基金において区分経理した上で積み
増し、資金を管理
○ ３次補正予算では、平成２３年度中の新たな追加需要額（約３４億円）の積み増しを行うとともに、被災した幼児児童生徒への中・長期的な就
学支援を行うため、平成２４年度以降、当面３ヵ年（平成２４年度～平成２６年度）基金を延長し、就学支援を行うための経費を措置

＜具体的施策＞

【幼稚園】
（対象者） 震災により幼稚園への就園支援が必要となった世帯の幼児

（震災により所得階層区分が変更となった世帯の幼児も含む）
（補助率） 10/10
（対象者数） 約4,000人 → 約7,000人
（対象経費） 保育料、入園料
（対象事業） 市町村において行う幼稚園就園奨励事業

【小・中学校】
（対象者） 震災により就学困難となった児童生徒
（補助率） 10/10
（対象者数） 約39,000人（小学校：約26,000人 中学校：約13,000人）
（対象費目） 学用品費、通学費、学校給食費、医療費 等
（対象事業） 市町村において行う就学援助事業
※ 第三次補正予算では、スクールバスの運行により通学手段の確保に係る通学費、
そのほか、体育用具等を含む学用品費及びクラブ活動費について追加所要額を措置

被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金
平成２３年度第３次補正予算案平成２３年度第３次補正予算案 ２９７億円２９７億円

【高等学校】
（対象者） 震災により修学困難となった生徒
（補助率） 10/10
（対象者数） 約16,000人
（対象事業） 都道府県において行う奨学金事業
※ 都道府県において、貸与要件の緩和や返還時の柔軟な対応を行うこと
で、手厚い修学支援が可能

【私立学校】
（対象者） 震災により就学等困難となった幼児児童生徒
（補助率） 10/10
（対象者数） 約6,000人
（対象事業） 都道府県等において行う授業料等減免事業

【特別支援（幼・小・中・高） 】
（対象者） 震災により就学困難となった幼児児童生徒

（震災により支弁区分が変更となった者も含む）
（補助率） 10/10
（対象者数） 特別支援学校：約360人→約434人 特別支援学級：約140人→約207人
（対象事業） 都道府県等において行う就学奨励事業

【専修学校・各種学校 】
（ 対象者 ） 震災により、職業技術の教育等を目的とする学校への就学が困難となった

生徒 ・ 専修学校高等課程・専門課程：修業年限１年以上
・ 専修学校一般課程、各種学校：原則修業年限２年以上

（補助率） 高等課程(10/10)、その他の課程(2/3)

（対象者数） 専修学校：約2,500人→約2,800人 各種学校：約140人→約360人
（対象事業） 都道府県等において行う授業料等減免事業
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